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(57)【要約】
【課題】絶縁樹脂層と導電層との接着力を十分に高くで
きる電磁波シールドフィルム及びその製造方法を提供す
る。
【解決手段】本発明の電磁波シールドフィルム１は、絶
縁樹脂層１０と、絶縁樹脂層１０に隣接する金属を含む
導電層２０とを有し、絶縁樹脂層１０がポリイミドを含
有し、前記ポリ三度は、特定の式（１）で示される繰り
返し構成単位及び特定の式（２）で示される繰り返し構
成単位を含み、特定の式（１）の繰り返し構成単位と特
定の式（２）の繰り返し構成単位の合計に対する特定の
式（１）の繰り返し構成単位の含有比が２０～７０モル
％であり、かつ、炭素数５～１４の鎖状脂肪族基を末端
に有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁樹脂層と、前記絶縁樹脂層に隣接する金属を含む導電層とを有し、
　前記絶縁樹脂層はポリイミドを含有し、
　前記ポリイミドは、下記式（１）で示される繰り返し構成単位及び下記式（２）で示さ
れる繰り返し構成単位を含み、下記式（１）の繰り返し構成単位と下記式（２）の繰り返
し構成単位の合計に対する下記式（１）の繰り返し構成単位の含有比が２０～７０モル％
であり、かつ、炭素数５～１４の鎖状脂肪族基を末端に有する、電磁波シールドフィルム
。
【化１】

（Ｒ１は少なくとも１つの脂環式炭化水素構造を含む炭素数６～２２の２価の基である。
Ｒ２は炭素数５～１６の２価の鎖状脂肪族基である。Ｘ１及びＸ２は、それぞれ独立に、
少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
【請求項２】
　前記式（１）のＲ１が下記式（Ｒ１－１）又は（Ｒ１－２）で表される２価の基である
、請求項１に記載の電磁波シールドフィルム。
【化２】

（ｍ１１及びｍ１２は、それぞれ独立に、０～２の整数である。ｍ１３～ｍ１５は、それ
ぞれ独立に、０～２の整数である。）
【請求項３】
　前記式（１）のＲ１が下記式（Ｒ１－３）で表される２価の基である、請求項１又は２
に記載の電磁波シールドフィルム。
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【化３】

【請求項４】
　前記式（２）のＲ２が炭素数５～１２のアルキレン基である、請求項１～３のいずれか
に記載の電磁波シールドフィルム。
【請求項５】
　前記式（１）のＸ１及び前記式（２）のＸ２が、それぞれ独立に、下記式（Ｘ－１）～
（Ｘ－４）のいずれかで表される４価の基である、請求項１～４のいずれかに記載の電磁
波シールドフィルム。
【化４】

（Ｒ１１～Ｒ１８は、それぞれ独立に、炭素数１～４のアルキル基である。ｐ１１～ｐ１

３は、それぞれ独立に、０～２の整数である。ｐ１４、ｐ１５、ｐ１６及びｐ１８は、そ
れぞれ独立に、０～３の整数である。ｐ１７は０～４の整数である。Ｌ１１～Ｌ１３は、
それぞれ独立に、単結合、エーテル基、カルボニル基又は炭素数１～４のアルキレン基で
ある。）
【請求項６】
　前記ポリイミドが、さらに下記式（３）で示される繰り返し構成単位を含み、前記式（
１）の繰り返し構成単位と前記式（２）の繰り返し構成単位の合計に対する下記式（３）
の繰り返し構成単位の含有比が２５モル％以下である、請求項１～５のいずれかに記載の
電磁波シールドフィルム。
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【化５】

（Ｒ３は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の２価の基である。Ｘ３は少なく
とも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
【請求項７】
　前記炭素数５～１４の鎖状脂肪族基の含有量が、前記ポリイミド中の全繰り返し構成単
位の合計１００モル％に対し０．０１モル％以上、１０モル％以下である、請求項１～６
のいずれかに記載の電磁波シールドフィルム。
【請求項８】
　前記絶縁樹脂層の厚さが３μｍ以上１０μｍ以下である、請求項１～７の何れか一項に
記載の電磁波シールドフィルム。
【請求項９】
　前記導電層が金属蒸着層である、請求項１～８の何れか一項に記載の電磁波シールドフ
ィルム。
【請求項１０】
　前記金属蒸着層が銀蒸着層又は銅蒸着層である、請求項９に記載の電磁波シールドフィ
ルム。
【請求項１１】
　前記絶縁樹脂層の前記導電層とは反対側の面に、キャリアフィルムをさらに有する、請
求項１～１０のいずれか一項に記載の電磁波シールドフィルム。
【請求項１２】
　基板の少なくとも片面にプリント回路が設けられたプリント配線板と、
　前記プリント配線板の前記プリント回路が設けられた側の面に隣接する絶縁フィルムと
、
　前記導電層が前記絶縁フィルムに隣接するように設けられた請求項１～１１のいずれか
一項に記載の電磁波シールドフィルムと、
　を有する、電磁波シールドフィルム付きプリント配線板。
【請求項１３】
　請求項１に記載のポリイミドをフィルム状に成形して絶縁樹脂層を形成し、前記絶縁樹
脂層の一方の面側に導電層を形成すること、を含む電磁波シールドフィルムの製造方法。
【請求項１４】
　基板の少なくとも片面にプリント回路が設けられたプリント配線板と、請求項１～１１
のいずれか一項に記載の電磁波シールドフィルムとを、絶縁フィルムを介して圧着するこ
と、を含む電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁波シールドフィルム及びその製造方法、並びに電磁波シールドフィルム
付きプリント配線板及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　プリント配線板から発生する電磁波ノイズや外部からの電磁波ノイズを遮蔽するために
、絶縁樹脂層と、該絶縁樹脂層に隣接する導電層とからなる電磁波シールドフィルムを、
絶縁フィルム（カバーレイフィルム）を介してプリント配線板の表面に設けることがある
（例えば、特許文献１参照）。
　電磁波シールドフィルムは、例えば、キャリアフィルムの片面に、熱硬化性樹脂と硬化
剤と溶剤とを含む塗料を塗布し、乾燥させて絶縁樹脂層を形成し、絶縁樹脂層の表面に導
電層を設けることによって製造される。導電層は、金属薄膜層及び接着剤層（例えば導電
性接着剤層）の少なくとも一方から形成される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１６－８６１２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　熱硬化性樹脂から形成する従来の絶縁樹脂層においては、金属を含む導電層に対する接
着性が低かった。とりわけ、導電層が金属薄膜層を有し、金属薄膜層と絶縁樹脂層とが接
する場合には、接着性が特に低かった。そのため、従来の電磁波シールドフィルムにおい
ては、絶縁樹脂層と導電層との接着力が弱く、電磁波シールドフィルムを取り扱っている
最中に層間剥離することがあった。例えば、キャリアフィルムを絶縁樹脂層から剥離した
際に、キャリアフィルムと共に絶縁樹脂層が導電層から剥離してしまうことがあった。
【０００５】
　本発明は、金属を含む導電層と絶縁樹脂層との接着力を十分に高くできる電磁波シール
ドフィルム及びその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
［１］　絶縁樹脂層と、前記絶縁樹脂層に隣接する金属を含む導電層とを有し、前記絶縁
樹脂層はポリイミドを含有し、前記ポリイミドは、下記式（１）で示される繰り返し構成
単位及び下記式（２）で示される繰り返し構成単位を含み、下記式（１）の繰り返し構成
単位と下記式（２）の繰り返し構成単位の合計に対する下記式（１）の繰り返し構成単位
の含有比が２０～７０モル％であり、かつ、炭素数５～１４の鎖状脂肪族基を末端に有す
る、電磁波シールドフィルム。
【化１】

（Ｒ１は少なくとも１つの脂環式炭化水素構造を含む炭素数６～２２の２価の基である。
Ｒ２は炭素数５～１６の２価の鎖状脂肪族基である。Ｘ１及びＸ２は、それぞれ独立に、
少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
［２］　前記式（１）のＲ１が下記式（Ｒ１－１）又は（Ｒ１－２）で表される２価の基
である、［１］に記載の電磁波シールドフィルム。
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【化２】

（ｍ１１及びｍ１２は、それぞれ独立に、０～２の整数である。ｍ１３～ｍ１５は、それ
ぞれ独立に、０～２の整数である。）
［３］　前記式（１）のＲ１が下記式（Ｒ１－３）で表される２価の基である、［１］又
は［２］に記載の電磁波シールドフィルム。

【化３】

［４］　前記式（２）のＲ２が炭素数５～１２のアルキレン基である、［１］～［３］の
いずれかに記載の電磁波シールドフィルム。
［５］　前記式（１）のＸ１及び前記式（２）のＸ２が、それぞれ独立に、下記式（Ｘ－
１）～（Ｘ－４）のいずれかで表される４価の基である、［１］～［４］のいずれかに記
載の電磁波シールドフィルム。
【化４】

（Ｒ１１～Ｒ１８は、それぞれ独立に、炭素数１～４のアルキル基である。ｐ１１～ｐ１

３は、それぞれ独立に、０～２の整数である。ｐ１４、ｐ１５、ｐ１６及びｐ１８は、そ
れぞれ独立に、０～３の整数である。ｐ１７は０～４の整数である。Ｌ１１～Ｌ１３は、
それぞれ独立に、単結合、エーテル基、カルボニル基又は炭素数１～４のアルキレン基で
ある。）
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［６］　前記ポリイミドが、さらに下記式（３）で示される繰り返し構成単位を含み、前
記式（１）の繰り返し構成単位と前記式（２）の繰り返し構成単位の合計に対する下記式
（３）の繰り返し構成単位の含有比が２５モル％以下である、［１］～［５］のいずれか
に記載の電磁波シールドフィルム。
【化５】

（Ｒ３は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の２価の基である。Ｘ３は少なく
とも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
［７］　前記炭素数５～１４の鎖状脂肪族基の含有量が、前記ポリイミド中の全繰り返し
構成単位の合計１００モル％に対し０．０１モル％以上、１０モル％以下である、［１］
～［６］のいずれかに記載の電磁波シールドフィルム。
［８］　前記絶縁樹脂層の厚さが３μｍ以上１０μｍ以下である、［１］～［７］の何れ
か一項に記載の電磁波シールドフィルム。
［９］　前記導電層が金属蒸着層である、［１］～［８］の何れか一項に記載の電磁波シ
ールドフィルム。
［１０］　前記金属蒸着層が銀蒸着層又は銅蒸着層である、［９］に記載の電磁波シール
ドフィルム。
［１１］　前記絶縁樹脂層の前記導電層とは反対側の面に、キャリアフィルムをさらに有
する、［１］～［１０］のいずれか一項に記載の電磁波シールドフィルム。
［１２］　基板の少なくとも片面にプリント回路が設けられたプリント配線板と、前記プ
リント配線板の前記プリント回路が設けられた側の面に隣接する絶縁フィルムと、前記導
電層が前記絶縁フィルムに隣接するように設けられた［１］～［１１］のいずれか一項に
記載の電磁波シールドフィルムと、を有する、電磁波シールドフィルム付きプリント配線
板。
［１３］　［１］に記載のポリイミドをフィルム状に成形して絶縁樹脂層を形成し、前記
絶縁樹脂層の一方の面側に導電層を形成すること、を含む電磁波シールドフィルムの製造
方法。
［１４］　基板の少なくとも片面にプリント回路が設けられたプリント配線板と、［１］
～［１１］のいずれか一項に記載の電磁波シールドフィルムとを、絶縁フィルムを介して
圧着すること、を含む電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の製造方法。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の電磁波シールドフィルムは、金属を含む導電層と絶縁樹脂層との接着力を十分
に高くできる。
　本発明の電磁波シールドフィルムの製造方法によれば、上記の電磁波シールドフィルム
を容易に製造できる。
　本発明の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板は、金属を含む導電層と絶縁樹脂
層との接着力が十分に高い。
　本発明の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の製造方法によれば、上記の電磁
波シールドフィルム付きプリント配線板を容易に製造できる。
【図面の簡単な説明】
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【０００８】
【図１】本発明の電磁波シールドフィルムの第一実施形態を示す断面図である。
【図２】本発明の電磁波シールドフィルムの第二実施形態を示す断面図である。
【図３】本発明の電磁波シールドフィルムの第三実施形態を示す断面図である。
【図４】本発明の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の一実施形態を示す断面図
である。
【図５】図４の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の製造工程を示す断面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下の用語の定義は、本明細書及び特許請求の範囲にわたって適用される。
　「等方導電性接着剤層」とは、厚さ方向及び面方向に導電性を有する導電性接着剤層を
意味する。
　「異方導電性接着剤層」とは、厚さ方向に導電性を有し、面方向に導電性を有しない導
電性接着剤層を意味する。
　「面方向に導電性を有しない導電性接着剤層」とは、表面抵抗が１×１０４Ω以上であ
る導電性接着剤層を意味する。
　粒子の平均粒子径は、粒子の顕微鏡像から３０個の粒子を無作為に選び、それぞれの粒
子について、最小径及び最大径を測定し、最小径と最大径との中央値を一粒子の粒子径と
し、測定した３０個の粒子の粒子径を算術平均して得た値である。導電性粒子の平均粒子
径も同様である。
　フィルム（離型フィルム、絶縁フィルム等）、塗膜（絶縁樹脂層、導電性接着剤層等）
、金属薄膜層等の厚さは、顕微鏡を用いて測定対象の断面を観察し、５箇所の厚さを測定
し、平均した値である。
　貯蔵弾性率は、測定対象に与えた応力と検出した歪から算出され、温度又は時間の関数
として出力する動的粘弾性測定装置を用いて、粘弾性特性の一つとして測定される。
　導電性粒子の１０％圧縮強度は、微小圧縮試験機を用いた測定結果から、下記式（α）
によって求める。
　Ｃ（ｘ）＝２．４８Ｐ／πｄ２　（α）
　ただし、Ｃ（ｘ）は１０％圧縮強度（ＭＰａ）であり、Ｐは粒子径の１０％変位時の試
験力（Ｎ）であり、ｄは粒子径（ｍｍ）である。
　表面抵抗は、石英ガラス上に金を蒸着して形成した、２本の薄膜金属電極（長さ１０ｍ
ｍ、幅５ｍｍ、電極間距離１０ｍｍ）を用い、この電極上に被測定物を置き、被測定物上
から、被測定物の１０ｍｍ×２０ｍｍの領域を０．０４９Ｎの荷重で押し付け、１ｍＡ以
下の測定電流で測定される電極間の抵抗である。
　図１～図５における寸法比は、説明の便宜上、実際のものとは異なったものである。
【００１０】
＜電磁波シールドフィルム＞
　本発明の第一態様は、絶縁樹脂層と、前記絶縁樹脂層に隣接する金属を含む導電層とを
有し、前記絶縁樹脂層は下記ポリイミドを含有する、電磁波シールドフィルムである。
【００１１】
　図１は、第一実施形態の電磁波シールドフィルム１を示す断面図であり、図２は、第二
実施形態の電磁波シールドフィルム１を示す断面図であり、図３は、第三実施形態の電磁
波シールドフィルム１を示す断面図である。
　第一実施形態、第二実施形態及び第三実施形態の電磁波シールドフィルム１はいずれも
、絶縁樹脂層１０と、絶縁樹脂層１０に隣接する導電層２０と、絶縁樹脂層１０の導電層
２０とは反対側に隣接するキャリアフィルム３０と、導電層２０の絶縁樹脂層１０とは反
対側に隣接する離型フィルム４０とを有する。
　第一実施形態の電磁波シールドフィルム１は、導電層２０が、絶縁樹脂層１０に隣接す
る金属薄膜層２２と、離型フィルム４０に隣接する異方導電性接着剤層２４とを有する。
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　第二実施形態の電磁波シールドフィルム１は、導電層２０が、絶縁樹脂層１０に隣接す
る金属薄膜層２２と、離型フィルム４０に隣接する等方導電性接着剤層２６とを有する。
　第三実施形態の電磁波シールドフィルム１は、導電層２０が等方導電性接着剤層２６か
らなる。
【００１２】
（絶縁樹脂層）
　絶縁樹脂層１０は、電磁波シールドフィルム１をフレキシブルプリント配線板の表面に
設けられた絶縁フィルムの表面に貼着し、キャリアフィルム３０を剥離した後には、導電
層２０の保護層となる。
【００１３】
　絶縁樹脂層１０は、下記式（１）で示される繰り返し構成単位及び下記式（２）で示さ
れる繰り返し構成単位を含み、下記式（１）の繰り返し構成単位と下記式（２）の繰り返
し構成単位の合計に対する下記式（１）の繰り返し構成単位の含有比が２０～７０モル％
であり、かつ、炭素数５～１４の鎖状脂肪族基を末端に有するポリイミドを含む。
【００１４】
【化６】

（Ｒ１は少なくとも１つの脂環式炭化水素構造を含む炭素数６～２２の２価の基である。
Ｒ２は炭素数５～１６の２価の鎖状脂肪族基である。Ｘ１及びＸ２は、それぞれ独立に、
少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
【００１５】
　前記ポリイミドは、特定の異なるポリイミド構成単位を、特定の比率で組み合わせてな
り、かつ、特定の構造を末端に有するため、成形加工性及び耐熱性に優れ、さらに耐熱老
化性に優れる。
【００１６】
　前記式（１）のＲ１は少なくとも１つの脂環式炭化水素構造を含む炭素数６～２２の２
価の基である。ここで、脂環式炭化水素構造とは、脂環式炭化水素化合物から誘導される
環を意味し、脂環式炭化水素化合物は、飽和であっても不飽和であってもよく、単環であ
っても多環であってもよい。
　脂環式炭化水素構造としては、例えば、シクロヘキサン環等のシクロアルカン環、シク
ロヘキセン等のシクロアルケン環、ノルボルナン環等のビシクロアルカン環、及びノルボ
ルネン等のビシクロアルケン環等が挙げられる。これらの中でも、シクロアルカン環が好
ましく、炭素数４～７のシクロアルカン環がより好ましく、シクロヘキサン環がさらに好
ましい。
　Ｒ１の炭素数は６～２２であり、８～１７であることが好ましい。
　Ｒ１が含む脂環式炭化水素構造の数は、少なくとも１つであり、１～３個が好ましい。
　Ｒ１は、下記式（Ｒ１－１）又は（Ｒ１－２）で表される２価の基であることが好まし
く、下記式（Ｒ１－３）で表される２価の基であることがより好ましい。
【００１７】
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（ｍ１１及びｍ１２は、それぞれ独立に、０～２の整数である。ｍ１３～ｍ１５は、それ
ぞれ独立に、０～２の整数である。）
【００１８】
【化８】

【００１９】
　前記式（Ｒ１－３）で表される２価の基において、２つのメチレン基のシクロヘキサン
環に対する位置関係はシスであってもよいし、トランスであってもよいし、シスとトラン
スの両方が混合していてもよい。シスとトランスの比は任意の比でよい。
【００２０】
　前記式（１）のＸ１は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である
。前記芳香環は単環でも縮合環でもよく、例えば、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラ
セン環、及びテトラセン環が挙げられる。これらの中でも、ベンゼン環及びナフタレン環
が好ましく、ベンゼン環がより好ましい。
　Ｘ１の炭素数は６～２２であり、６～１８がより好ましい。
　Ｘ１が含む芳香環の数は、少なくとも１つであり、１～３個がより好ましい。
　Ｘ１は、下記式（Ｘ－１）～（Ｘ－４）のいずれかで表される４価の基であることが好
ましい。
【００２１】
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【化９】

（Ｒ１１～Ｒ１８は、それぞれ独立に、炭素数１～４のアルキル基である。ｐ１１～ｐ１

３は、それぞれ独立に、０～２の整数である。ｐ１４、ｐ１５、ｐ１６及びｐ１８は、そ
れぞれ独立に、０～３の整数である。ｐ１７は０～４の整数である。Ｌ１１～Ｌ１３は、
それぞれ独立に、単結合、エーテル基、カルボニル基又は炭素数１～４のアルキレン基で
ある。）
【００２２】
　Ｘ１は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基であるので、式（Ｘ－
２）におけるＲ１２、Ｒ１３、ｐ１２及びｐ１３は、式（Ｘ－２）で表される４価の基の
炭素数が６～２２の範囲に入るように選択される。
　同様に、式（Ｘ－３）におけるＬ１１、Ｒ１４、Ｒ１５、ｐ１４及びｐ１５は、式（Ｘ
－３）で表される４価の基の炭素数が６～２２の範囲に入るように選択され、式（Ｘ－４
）におけるＬ１２、Ｌ１３、Ｒ１６、Ｒ１７、Ｒ１８、ｐ１６、ｐ１７及びｐ１８は、式
（Ｘ－４）で表される４価の基の炭素数が６～２２の範囲に入るように選択される。
　Ｘ１は、下記式（Ｘ－５）又は（Ｘ－６）で表される４価の基であることが特に好まし
い。
【００２３】
【化１０】

【００２４】
　前記式（２）のＲ２の２価の鎖状脂肪族基の炭素数は５～１６であり、炭素数５～１４
が好ましく、炭素数５～１２がより好ましい。鎖状脂肪族基とは、鎖状脂肪族化合物から
誘導される基を意味し、鎖状脂肪族化合物は、飽和であっても不飽和であってもよく、直
鎖状であっても分岐状であってもよく、酸素原子等のヘテロ原子を含んでいてもよい。
　Ｒ２のアルキレン基の炭素数は、５～１６が好ましく、５～１４がより好ましく、５～
１２がさらに好ましい。これらの中でも、炭素数６～１２のアルキレン基が好ましく、炭
素数６～１０のアルキレン基がより好ましい。前記アルキレン基は、直鎖アルキレン基で
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あっても分岐アルキレン基であってもよく、直鎖アルキレン基であることが好ましい。
　Ｒ２は、ヘキサメチレン基、オクタメチレン基及びデカメチレン基から選ばれる少なく
とも１種であることが特に好ましい。
【００２５】
　Ｒ２は、エーテル基を含む炭素数５～１６の２価の鎖状脂肪族基であることも好ましい
。前記炭素数は、５～１４であることが好ましく、５～１２であることがより好ましい。
これらのうち、Ｒ２は下記式（Ｒ２－１）又は（Ｒ２－２）で表される２価の基であるこ
とが特に好ましい。
【００２６】
【化１１】

（ｍ２１及びｍ２２は、それぞれ独立に、１～１５の整数であり、好ましくは１～１３、
より好ましくは１～１１、更に好ましくは２～６である。ｍ２３～ｍ２５は、それぞれ独
立に、１～１４の整数であり、好ましくは１～１２、より好ましくは１～１０、更に好ま
しくは２～４である。）
【００２７】
　Ｒ２の２価の鎖状脂肪族基の炭素数は５～１６であり、５～１４が好ましく、５～１２
がより好ましい。したがって、前記式（Ｒ２－１）におけるｍ２１及びｍ２２は、前記式
（Ｒ２－１）で表される２価の基の炭素数が５～１６（好ましくは炭素数５～１４、より
好ましくは炭素数５～１２）の範囲に入るように選択される。すなわち、ｍ２１＋ｍ２２

は５～１６（好ましくは５～１４、より好ましくは５～１２）である。
　同様に、式（Ｒ２－２）におけるｍ２３～ｍ２５は、式（Ｒ２－２）で表される２価の
基の炭素数が５～１６（好ましくは炭素数５～１４、より好ましくは炭素数５～１２）の
範囲に入るように選択される。すなわち、ｍ２３＋ｍ２４＋ｍ２５は５～１６（好ましく
は５～１４、より好ましくは５～１２）である。
【００２８】
　前記式（２）のＸ２は、前記式（１）におけるＸ１と同様に定義され、好ましい実施形
態も同様である。
【００２９】
　前記式（１）の繰り返し構成単位と前記式（２）の繰り返し構成単位の合計に対する、
前記式（１）の繰り返し構成単位の含有比は２０～７０モル％である。前記式（１）の繰
り返し構成単位の含有比が上記範囲である場合、前記ポリイミドを容易に結晶化させるこ
とができる。前記含有量比が２０モル％未満であると成形加工性が低下し、７０モル％を
超えると結晶性が低下するため、耐熱性が低下する。
　前記式（１）の繰り返し構成単位と前記式（２）の繰り返し構成単位の合計に対する、
前記式（１）の繰り返し構成単位の含有比は、成形加工性の観点及び結晶化の容易さの観
点から、２５モル％以上６５モル％以下が好ましく、３０モル％以上６０モル％以下がよ
り好ましく、３２モル％以上５７モル％以下がさらに好ましい。
【００３０】
　前記ポリイミドを構成する全繰り返し単位に対する、前記式（１）の繰り返し構成単位
と前記式（２）の繰り返し構成単位の合計の含有比は、５０モル％以上１００モル％以下
が好ましく、７５モル％以上１００モル％以下がより好ましく、８０モル％以上１００モ
ル％以下がさらに好ましく、８５モル％以上１００モル％以下が特に好ましい。
【００３１】
　前記ポリイミドは、さらに、下記式（３）の繰り返し構成単位を含有してもよい。その
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場合、前記式（１）の繰り返し構成単位と前記式（２）の繰り返し構成単位の合計に対す
る、下記式（３）の繰り返し構成単位の含有比は、好ましくは２５モル％以下である。一
方で、下限は特に限定されず、０モル％を超えていればよい。
　前記含有比は、耐熱性向上の観点及び結晶化の容易さの観点から、５モル％以上２０モ
ル％以下が好ましく、１０モル％以上１５モル％以下がより好ましい。
【００３２】
【化１２】

（Ｒ３は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の２価の基である。Ｘ３は少なく
とも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
【００３３】
　Ｒ３は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の２価の基である。前記芳香環は
単環でも縮合環でもよく、例えば、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、及びテ
トラセン環が挙げられる。これらの中でも、好ましくはベンゼン環及びナフタレン環であ
り、より好ましくはベンゼン環である。
　Ｒ３の炭素数は６～２２であり、６～１８であることが好ましい。
　Ｒ３が含む芳香環の数は、少なくとも１つであり、１～３つがより好ましい。
　前記芳香環には１価もしくは２価の電子求引性基が結合していてもよい。１価の電子求
引性基としてはニトロ基、シアノ基、ｐ－トルエンスルホニル基、ハロゲン、ハロゲン化
アルキル基、フェニル基、アシル基などが挙げられる。２価の電子求引性基としては、フ
ッ化アルキレン基（例えば－Ｃ（ＣＦ３）２－、－（ＣＦ２）ｐ－（ここで、ｐは１～１
０の整数である。））のようなハロゲン化アルキレン基のほかに、－ＣＯ－、－ＳＯ２－
、－ＳＯ－、－ＣＯＮＨ－、－ＣＯＯ－などが挙げられる。
　Ｒ３は、下記式（Ｒ３－１）又は（Ｒ３－２）で表される２価の基であることが好まし
い。
【００３４】
【化１３】

（ｍ３１及びｍ３２は、それぞれ独立に、０～２の整数であり、好ましくは０又は１であ
る。ｍ３３及びｍ３４は、それぞれ独立に、０～２の整数であり、好ましくは０又は１で
ある。Ｒ２１、Ｒ２２、及びＲ２３は、それぞれ独立に、炭素数１～４のアルキル基、炭
素数２～４のアルケニル基、又は炭素数２～４のアルキニル基である。ｐ２１、ｐ２２及
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びｐ２３は０～４の整数であり、好ましくは０である。Ｌ２１は、単結合、エーテル基、
カルボニル基又は炭素数１～４のアルキレン基である。）
【００３５】
　Ｒ３は少なくとも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の２価の基であるので、式（Ｒ３
－１）におけるｍ３１、ｍ３２、Ｒ２１及びｐ２１は、式（Ｒ３－１）で表される２価の
基の炭素数が６～２２の範囲に入るように選択される。
　同様に、式（Ｒ３－２）におけるＬ２１、ｍ３３、ｍ３４、Ｒ２２、Ｒ２３、ｐ２２及
びｐ２３は、式（Ｒ３－２）で表される２価の基の炭素数が１２～２２の範囲に入るよう
に選択される。
【００３６】
　前記式（３）のＸ３は、前記式（１）におけるＸ１と同様に定義され、好ましい実施形
態も同様である。
【００３７】
　前記ポリイミドを構成する全繰り返し構成単位に対する、前記式（３）の繰り返し構成
単位の含有比は、２５モル％以下であることが好ましい。一方で、下限は特に限定されず
、０モル％を超えていればよい。
　前記含有比は、耐熱性向上の観点および結晶化の容易さを維持する観点から、５モル％
以上２０モル％以下が好ましく、７モル％以上１５モル％以下がより好ましい。
【００３８】
　前記ポリイミドは、さらに、下記式（４）で示される繰り返し構成単位を含有してもよ
い。
【００３９】
【化１４】

（Ｒ４は－ＳＯ２－又は－Ｓｉ（Ｒｘ）（Ｒｙ）Ｏ－を含む２価の基であり、Ｒｘ及びＲ

ｙはそれぞれ独立に、炭素数１～３の鎖状脂肪族基又はフェニル基を表す。Ｘ４は少なく
とも１つの芳香環を含む炭素数６～２２の４価の基である。）
【００４０】
　前記式（４）のＸ４は、前記式（１）におけるＸ１と同様に定義され、好ましい実施形
態も同様である。
【００４１】
　前記ポリイミドは、さらに炭素数５～１４の鎖状脂肪族基を末端に有する。
　前記鎖状脂肪族基は、飽和であっても不飽和であってもよく、直鎖状であっても分岐状
であってもよい。前記ポリイミドは上記特定の基を末端に有するので、耐熱老化性に優れ
る。具体的には、前記ポリイミドを含むフィルムを２００℃以上の高温環境下で数日保存
しても分子量保持率の低下が少なく、前記フィルムの機械的強度（靭性）が保持される。
【００４２】
　炭素数５～１４の飽和鎖状脂肪族基としては、例えば、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル
基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基
、ラウリル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－テトラデシル基、イソペンチル基、ネオペンチル
基、２－メチルペンチル基、２－メチルヘキシル基、２－エチルペンチル基、３－エチル
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ペンチル基、イソオクチル基、２－エチルヘキシル基、３－エチルヘキシル基、イソノニ
ル基、２－エチルオクチル基、イソデシル基、イソドデシル基、イソトリデシル基、イソ
テトラデシル基等が挙げられる。
　炭素数５～１４の不飽和鎖状脂肪族基としては、例えば、１－ペンテニル基、２－ペン
テニル基、１－へキセニル基、２－へキセニル基、１－ヘプテニル基、２－ヘプテニル基
、１－オクテニル基、２－オクテニル基、ノネニル基、デセニル基、ドデセニル基、トリ
デセニル基、テトラデセニル基等が挙げられる。
【００４３】
　前記鎖状脂肪族基は飽和鎖状脂肪族基であることが好ましく、飽和直鎖状脂肪族基であ
ることがより好ましい。また前記ポリイミドの優れた成型加工性、耐熱性、耐熱老化性を
得る観点から、前記鎖状脂肪族基の炭素数は、好ましくは６～１２、より好ましくは７～
１０、更に好ましくは８～９である。前記鎖状脂肪族基は１種のみでもよく、２種以上で
もよい。
　前記鎖状脂肪族基は、特に好ましくはｎ－オクチル基、イソオクチル基、２－エチルヘ
キシル基、ｎ－ノニル基、イソノニル基、ｎ－デシル基、及びイソデシル基から選ばれる
少なくとも１種であり、更に好ましくはｎ－オクチルアミン、イソオクチルアミン、２－
エチルヘキシルアミン、ｎ－ノニルアミン、及びイソノニルアミンから選ばれる少なくと
も１種であり、最も好ましくはｎ－オクチル基、イソオクチル基、及び２－エチルヘキシ
ル基から選ばれる少なくとも１種である。
　前記ポリイミドは、耐熱老化性の観点から、末端アミノ基及び末端カルボキシル基以外
に、炭素数５～１４の鎖状脂肪族基のみを末端に有することが好ましい。上記以外の基を
末端に有する含む場合、その含有量は、好ましくは炭素数５～１４の鎖状脂肪族基に対し
１０モル％以下、より好ましくは５モル％以下である。
【００４４】
　前記ポリイミド中の前記炭素数５～１４の鎖状脂肪族基の含有量は、優れた耐熱老化性
を発現する観点および良好な機械的物性を得るための分子量の確保の観点から、ポリイミ
ド中の全繰り返し構成単位の合計１００モル％に対し、０．０１モル％以上１０モル％以
下が好ましく、０．１モル％以上６モル％以下がより好ましく、０．２モル％以上３．５
モル％以下がさらに好ましい。
　前記ポリイミド中の前記炭素数５～１４の鎖状脂肪族基の含有量は、ポリイミドを解重
合することにより求めることができる。
【００４５】
　前記ポリイミドは、３６０℃以下の融点を有し、かつ１５０℃以上のガラス転移温度を
有することが好ましい。
　前記ポリイミドの融点は、耐熱性の観点および成形加工性の観点から、２８０℃以上３
４５℃以下がより好ましく、２９０℃以上３４０℃以下がさらに好ましい。
　前記ポリイミドのガラス転移温度は、耐熱性の観点および成形加工性の観点から、１６
０℃以上２５０℃以下が好ましく、１７０℃以上２３０℃以下がより好ましく、１７０℃
以上２００℃以下がさらに好ましい。
　前記ポリイミドの融点、ガラス転移温度は、いずれも示差走査型熱量計により測定する
ことができる。
　結晶性、耐熱性、機械的強度、耐薬品性を向上させる観点から、示差走査型熱量計測定
により、前記ポリイミドを溶融後、降温速度２０℃／分で冷却した際に観測される結晶化
発熱ピークの熱量（以下、単に「結晶化発熱量」ともいう）が、５．０ｍＪ／ｍｇ以上で
あることが好ましく、１０．０ｍＪ／ｍｇ以上であることがより好ましく、１７．０ｍＪ
／ｍｇ以上であることが更に好ましい。結晶化発熱量の上限値は特に限定されないが、通
常、４５．０ｍＪ／ｍｇ以下である。
　前記ポリイミドの融点、ガラス転移温度、結晶化発熱量は、具体的には特許第６０３７
０８８号公報に記載の方法で測定できる。
【００４６】
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　前記ポリイミドの５質量％濃硫酸溶液の３０℃における対数粘度は、好ましくは０．２
～２．０ｄＬ／ｇ、より好ましくは０．３～１．８ｄＬ／ｇの範囲である。対数粘度が０
．２ｄＬ／ｇ以上であれば成形体とした際に十分な機械的強度が得られ、２．０ｄＬ／ｇ
以下であると、成形加工性及び取り扱い性が良好である。対数粘度μは、キャノン・フェ
ンスケ粘度計を使用して、３０℃において濃硫酸及び上記ポリイミド溶液の流れる時間を
それぞれ測定し、下記式から求められる。
　　μ＝ｌｎ（ｔｓ／ｔ０）／Ｃ
　　　ｔ０：濃硫酸の流れる時間
　　　ｔｓ：ポリイミド溶液の流れる時間
　　　Ｃ：０．５（ｇ／ｄＬ）
【００４７】
　前記ポリイミドの重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましくは１０，０００～１００，００
０、より好ましくは１２，０００～８０，０００、更に好ましくは１３，０００～６０，
０００である。Ｍｗが１０，０００以上であれば機械的強度が良好であり、１００，００
０以下であれば成形加工性が良好である。また、前記ポリイミドの数平均分子量（Ｍｎ）
は、好ましくは３，０００～８０，０００、より好ましくは４，０００～５０，０００、
更に好ましくは５，０００～３０，０００である。ポリイミドの分子量（Ｍｗ，Ｍｎ）は
、ゲルろ過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）法により測定できる。
　前記ポリイミドは、厚さ１００μｍのフィルム状に成形し、２００℃で７２時間加熱し
た後のＭｗの保持率が好ましくは９５％以上、より好ましくは９８％以上であり、Ｍｎの
保持率が好ましくは８３％以上、より好ましくは８５％以上である。Ｍｗ及びＭｎの保持
率が上記範囲であれば、耐熱老化性が良好であり、金属を含む導電層２０に対する接着性
が優れる。
　上記Ｍｗの保持率は１００％を超えてもよく、好ましい上限値は１２０％である。Ｍｗ
の保持率が１００％を超えている場合は、分子内で架橋が生じているものと考えられる。
上記Ｍｎの保持率の好ましい上限値は１００％である。
　上記Ｍｗ及びＭｎの保持率は、下記式から算出できる。
　　｛２００℃７２時間加熱後の分子量／加熱前の分子量｝×１００（％）
【００４８】
　前記ポリイミドの製造方法は、例えば、特許第６０３７０８８号公報に開示されている
。
【００４９】
　前記ポリイミドの市販品の例としては、例えば、三菱ガス化学株式会社製のサープリム
（登録商標）が挙げられる。
【００５０】
　絶縁樹脂層１０には、前記ポリイミドに加えて、他の樹脂が含まれてもよい。他の樹脂
としては、例えば、ポリアミド、ポリエステル、上述したポリイミド以外のポリイミド、
ポリカーボネート、ポリエーテルイミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレンエーテルイ
ミド、ポリフェニレンサルファイド、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリアリレ
ート、液晶ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルケトンケトン、ポリベ
ンゾイミダゾール、等が挙げられる。これらの中でも、耐熱性、強度及び耐溶剤性の観点
から、ポリエーテルイミド、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルエーテルケトン
、及びポリエーテルケトンケトンからなる群から選ばれる１種以上が好ましく、ポリエー
テルエーテルケトン又はポリエーテルケトンケトンがより好ましい。
【００５１】
　絶縁樹脂層１０の総質量に対して、前記ポリイミドの含有量は、５０質量％以上１００
質量％以下が好ましく、７０質量％以上１００質量％以下がより好ましく、９０質量％以
上１００質量％以下がさらに好ましい。
　上記範囲の下限値以上であると、耐熱性がより一層優れ、上記範囲の上限値以下である
と導電層２０に対する絶縁樹脂層１０の接着性がより一層優れる。
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【００５２】
　絶縁樹脂層１０は、プリント配線板のプリント回路を隠蔽したり、電磁波シールドフィ
ルム付きプリント配線板に意匠性を付与したりするために、着色剤（顔料、染料等）及び
フィラーのいずれか一方又は両方を含んでいてもよい。
　着色剤及びフィラーのいずれか一方又は両方としては、耐候性、耐熱性、隠蔽性の点か
ら、顔料又はフィラーが好ましく、プリント回路の隠蔽性、意匠性の点から、黒色顔料、
又は黒色顔料と他の顔料もしくはフィラーとの組み合わせがより好ましい。
　絶縁樹脂層１０は、本発明の特性を損なわない範囲で、酸化防止剤、光安定剤、紫外線
安定剤、可塑剤、滑剤、難燃剤、帯電防止剤、耐熱向上剤、無機充填剤、有機充填剤等の
添加剤が含まれてもよい。
【００５３】
　絶縁樹脂層１０の表面抵抗は、電気的絶縁性の点から、１×１０６Ω以上が好ましい。
絶縁樹脂層１０の表面抵抗は、実用上の点から、１×１０１９Ω以下が好ましい。
　絶縁樹脂層１０の厚さは、０．１μｍ以上３０μｍ以下が好ましく、３．０μｍ以上１
０μｍ以下がより好ましい。絶縁樹脂層１０の厚さが前記範囲の下限値以上であれば、絶
縁樹脂層１０が保護層としての機能を十分に発揮できる。絶縁樹脂層１０の厚さが前記範
囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム１を薄くできる。
【００５４】
（導電層）
　導電層は、金属を含む導電性接着剤層を少なくとも有する。金属は、薄膜状でもよいし
、粒子状でもよいし、その他の形状でもよい。
　具体的には、第一実施形態における導電層２０は、絶縁樹脂層１０に隣接する金属薄膜
層２２と、離型フィルム４０に隣接する異方導電性接着剤層２４とを有する。
　第二実施形態における導電層２０は、絶縁樹脂層１０に隣接する金属薄膜層２２と、離
型フィルム４０に隣接する等方導電性接着剤層２６とを有する。
　第三実施形態における導電層２０は、等方導電性接着剤層２６からなる。
　導電層２０としては、電磁波遮蔽性が十分に高くなることから、金属薄膜層２２と、異
方導電性接着剤層２４又は等方導電性接着剤層２６とを有することが好ましい。すなわち
、導電層２０は、金属薄膜層と導電性接着剤層の２層を有することが好ましい。
【００５５】
［金属薄膜層］
　金属薄膜層２２は、金属の薄膜からなる層である。金属薄膜層２２は、面方向に広がる
ように形成されていることから、面方向に導電性を有し、電磁波シールド層等として機能
する。
【００５６】
　金属薄膜層２２としては、物理蒸着（真空蒸着、スパッタリング、イオンビーム蒸着、
電子ビーム蒸着等）又は化学蒸着によって形成された蒸着膜、めっきによって形成された
めっき膜、金属箔等が挙げられる。面方向の導電性に優れる点では、導電層２０は、蒸着
膜、めっき膜が好ましい。導電層２０を薄くでき、かつ厚さが薄くても面方向の導電性に
優れ、ドライプロセスにて簡便に形成できる点では、導電層２０は蒸着膜がより好ましく
、物理蒸着による蒸着膜がさらに好ましい。
【００５７】
　金属薄膜層２２を構成する金属としては、アルミニウム、銀、銅、金、導電性セラミッ
クス等が挙げられ、電気伝導度の点からは、銀又は銅が好ましい。
　金属薄膜層２２のなかでも、電磁波遮蔽性が高く、しかも金属薄膜層を容易に形成しや
すいことから、金属蒸着層が好ましく、銀蒸着層又は銅蒸着層がより好ましい。
【００５８】
　金属薄膜層２２の表面抵抗は、０．００１Ω以上１Ω以下が好ましく、０．００１Ω以
上０．５Ω以下がより好ましい。金属薄膜層２２の表面抵抗が前記範囲の下限値以上であ
れば、金属薄膜層２２を十分に薄くできる。金属薄膜層２２の表面抵抗が前記範囲の上限
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値以下であれば、電磁波シールド層として十分に機能できる。
【００５９】
　金属薄膜層２２の厚さは、０．０１μｍ以上５μｍ以下が好ましく、０．０５μｍ以上
３μｍ以下がより好ましい。金属薄膜層２２の厚さが０．０１μｍ以上であれば、面方向
の導電性がさらに良好になる。金属薄膜層２２の厚さが０．０５μｍ以上であれば、電磁
波ノイズの遮蔽効果がさらに良好になる。金属薄膜層２２の厚さが前記範囲の上限値以下
であれば、電磁波シールドフィルム１を薄くできる。また、電磁波シールドフィルム１の
生産性、可とう性がよくなる。
【００６０】
［黒化層］
　銀蒸着層及び銅蒸着層等の金属薄膜層２２は、光反射性が高く、金属光沢を有する。そ
の金属光沢を抑制するために、導電層２０は、金属薄膜層２２の絶縁樹脂層１０側の面に
黒化層を有してもよい。例えば、電磁波シールドフィルム１をディスプレイ用のフレキシ
ブルプリント配線板に使用する場合には、金属薄膜層２２の光沢がディスプレイの視認性
に影響を与えることを防ぐために、金属薄膜層２２と絶縁樹脂層１０との間に黒化層を設
けることが好ましい。
　黒化層は、光吸収性の材料から構成されて光の反射防止性を有する黒色の層である。黒
化層は、具体的には、ＪＩＳ　Ｚ８７８１－５において規定される明度Ｌ＊が５以下であ
ることが好ましい。明度Ｌ＊の値が小さい程、黒色度が大きくなり、光の反射を抑制でき
る傾向にある。
【００６１】
　黒化層は、例えば、下記（i）～（iii）のいずれかの光吸収性材料から構成される。
（i）銀の酸化物又は銅の酸化物
（ii）窒化銅、酸化銅、窒化ニッケル及び酸化ニッケルよりなる群から選ばれる少なくと
も１種
（iii）亜鉛、銅と亜鉛の合金、銀と亜鉛の合金のいずれか１種
　黒化層が前記（i）から構成される場合には、銀の酸化物又は銅の酸化物からなる層を
、蒸着又はめっきにより形成する方法が挙げられる。蒸着法としては、例えば、真空蒸着
法、スパッタリング法等の公知の蒸着法を適用できる。
　黒化層が前記（ii）から構成される場合には、窒化銅、酸化銅、窒化ニッケル及び酸化
ニッケルよりなる群から選ばれる少なくとも１種からなる層を、蒸着又はめっきにより形
成する方法が挙げられる。
　黒化層が前記（iii）から構成される場合には、亜鉛、銅と亜鉛の合金、銀と亜鉛の合
金のいずれか１種からなる層を、蒸着又はめっきにより形成する方法が挙げられる。
　黒化層の厚さとしては特に制限されないが、５ｎｍ以上２０μｍ以下であることが好ま
しく、１０ｎｍ以上１μｍ以下であることがより好ましい。黒化層の厚さが前記下限値以
上であれば、光の反射を充分に抑制でき、前記上限値以下であれば、黒化層を容易に形成
できる。
【００６２】
［異方導電性接着剤層］
　第一実施形態における異方導電性接着剤層２４は、厚さ方向に導電性を有し、面方向に
は導電性を有さず、かつ、接着性を有する。
　異方導電性接着剤層２４は、導電性接着剤層を容易に薄くでき、後述する導電性粒子の
量を少なくでき、その結果、電磁波シールドフィルム１を薄くでき、電磁波シールドフィ
ルム１の可とう性が高くなる利点を有する。
【００６３】
　異方導電性接着剤層２４としては、硬化後に耐熱性を発揮できる点から、熱硬化性の導
電性接着剤層が好ましい。熱硬化性の異方導電性接着剤層２４は、未硬化の状態であって
もよく、Ｂステージ化された状態であってもよい。
　熱硬化性の異方導電性接着剤層２４は、例えば、熱硬化性接着剤２４ａと導電性粒子２
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４ｂとを含む。熱硬化性の異方導電性接着剤層２４は、必要に応じて難燃剤を含んでいて
もよい。
【００６４】
　熱硬化性接着剤２４ａとしては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、アミノ樹脂、アルキ
ッド樹脂、ウレタン樹脂、合成ゴム、紫外線硬化アクリレート樹脂等が挙げられる。耐熱
性に優れる点から、エポキシ樹脂が好ましい。エポキシ樹脂は、可とう性付与のためのゴ
ム成分（カルボキシ変性ニトリルゴム、アクリルゴム等）、粘着付与剤等を含んでいても
よい。
　熱硬化性接着剤２４ａは、異方導電性接着剤層２４の強度を高め、打ち抜き特性を向上
させるために、セルロース樹脂、ミクロフィブリル（ガラス繊維等）を含んでいてもよい
。前記熱硬化性接着剤は、本発明の効果を損なわない範囲において、必要に応じて他の成
分を含んでいてもよい。
【００６５】
　導電性粒子２４ｂとしては、金属（銀、白金、金、銅、ニッケル、パラジウム、アルミ
ニウム、ハンダ等）の粒子、黒鉛粉、焼成カーボン粒子、めっきされた焼成カーボン粒子
等が挙げられる。導電性粒子２４ｂとしては、異方導電性接着剤層２４がさらに適度の硬
さを有するようになり、熱プレスの際の異方導電性接着剤層２４における圧力損失をさら
に低減できる点からは、金属粒子が好ましく、銅粒子がより好ましい。
【００６６】
　導電性粒子２４ｂの１０％圧縮強度は、３０ＭＰａ以上２００ＭＰａ以下が好ましく、
５０ＭＰａ以上１５０ＭＰａ以下がより好ましく、７０ＭＰａ以上１００ＭＰａ以下がさ
らに好ましい。導電性粒子の１０％圧縮強度が前記範囲の下限値以上であれば、熱プレス
の際に金属薄膜層２２にかけられた圧力を大きく損失することなく、異方導電性接着剤層
２４が絶縁フィルムの貫通孔を通ってプリント配線板のプリント回路により確実に電気的
に接続される。導電性粒子２４ｂの１０％圧縮強度が前記範囲の上限値以下であれば、金
属薄膜層２２との接触がよくなり、電気的接続が確実になる。
【００６７】
　異方導電性接着剤層２４における導電性粒子２４ｂの平均粒子径は、２μｍ以上２６μ
ｍ以下が好ましく、４μｍ以上１６μｍ以下がより好ましい。導電性粒子２４ｂの平均粒
子径が前記範囲の下限値以上であれば、異方導電性接着剤層２４の厚さを確保することが
でき、十分な接着強度を得ることができる。導電性粒子２４ｂの平均粒子径が前記範囲の
上限値以下であれば、異方導電性接着剤層２４の流動性を確保でき、後述するように異方
導電性接着剤層２４を絶縁フィルムの貫通孔に押し込んだ際に絶縁フィルムの貫通孔内を
導電性接着剤で十分に埋めることができる。
【００６８】
　異方導電性接着剤層２４における導電性粒子２４ｂの割合は、異方導電性接着剤層２４
の１００体積％のうち、１体積％以上３０体積％以下が好ましく、２体積％以上１５体積
％以下がより好ましい。導電性粒子２４ｂの割合が前記範囲の下限値以上であれば、異方
導電性接着剤層２４の導電性が良好になる。導電性粒子２４ｂの割合が前記範囲の上限値
以下であれば、異方導電性接着剤層２４の接着性、流動性（絶縁フィルムの貫通孔の形状
への追随性）が良好になる。また、電磁波シールドフィルム１の可とう性がよくなる。
【００６９】
　異方導電性接着剤層２４の１８０℃における貯蔵弾性率は、１×１０３Ｐａ以上５×１
０７Ｐａ以下が好ましく、５×１０３Ｐａ以上１×１０７Ｐａ以下がより好ましい。異方
導電性接着剤層２４の１８０℃における貯蔵弾性率が前記範囲の下限値以上であれば、異
方導電性接着剤層２４がさらに適度の硬さを有するようになり、熱プレスの際の導電性接
着剤層における圧力損失を低減できる。その結果、導電性接着剤層とプリント配線板のプ
リント回路とが十分に接着され、異方導電性接着剤層２４が絶縁フィルムの貫通孔を通っ
てプリント配線板のプリント回路により確実に電気的に接続される。導電性接着剤層の１
８０℃における貯蔵弾性率が前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム１
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の可とう性がよくなる。その結果、電磁波シールドフィルム１が絶縁フィルムの貫通孔内
に沈み込みやすくなり、異方導電性接着剤層２４が絶縁フィルムの貫通孔を通ってプリン
ト配線板のプリント回路により確実に電気的に接続される。
【００７０】
　異方導電性接着剤層２４の表面抵抗は、１×１０４Ω以上１×１０１６Ω以下が好まし
く、１×１０６Ω以上１×１０１４Ω以下がより好ましい。異方導電性接着剤層２４の表
面抵抗が前記範囲の下限値以上であれば、導電性粒子２４ｂの含有量が低く抑えられる。
　異方導電性接着剤層２４の表面抵抗が前記範囲の上限値以下であれば、実用上、異方性
に問題がない。
【００７１】
　異方導電性接着剤層２４の厚さは、３μｍ以上２５μｍ以下が好ましく、５μｍ以上１
５μｍ以下がより好ましい。異方導電性接着剤層２４の厚さが前記範囲の下限値以上であ
れば、異方導電性接着剤層２４の流動性（絶縁フィルムの貫通孔の形状への追随性）を確
保でき、絶縁フィルムの貫通孔内を導電性接着剤で十分に埋めることができる。異方導電
性接着剤層２４の厚さが前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム１を薄
くできる。また、電磁波シールドフィルム１の可とう性がよくなる。
【００７２】
［等方導電性接着剤層］
　第二実施形態又は第三実施形態における等方導電性接着剤層２６は、厚さ方向及び面方
向に導電性を有し、かつ、接着性を有する。
　等方導電性接着剤層２６は、電磁波シールドフィルム１の電磁波遮蔽性をより高くでき
る利点を有する。
【００７３】
　等方導電性接着剤層２６としては、硬化後に耐熱性を発揮できる点から、熱硬化性の導
電性接着剤層が好ましい。熱硬化性の等方導電性接着剤層２６は、未硬化の状態であって
もよく、Ｂステージ化された状態であってもよい。
　熱硬化性の等方導電性接着剤層２６は、例えば、熱硬化性接着剤２６ａと導電性粒子２
６ｂとを含む。熱硬化性の等方導電性接着剤層２６は、必要に応じて難燃剤を含んでいて
もよい。
　等方導電性接着剤層２６に含まれる熱硬化性接着剤２６ａの成分及び導電性粒子２６ｂ
の材質は、異方導電性接着剤層２４に含まれる熱硬化性接着剤２４ａの成分及び導電性粒
子２４ｂの材質と同様である。
【００７４】
　等方導電性接着剤層２６における導電性粒子２６ｂの平均粒子径は、０．１μｍ以上１
０μｍ以下が好ましく、０．２μｍ以上１μｍ以下がより好ましい。導電性粒子２６ｂの
平均粒子径が前記範囲の下限値以上であれば、導電性粒子２６ｂの接触点数が増えること
になり、３次元方向の導通性を安定的に高めることができる。導電性粒子２６ｂの平均粒
子径が前記範囲の上限値以下であれば、等方導電性接着剤層２６の流動性（絶縁フィルム
の貫通孔の形状への追随性）を確保でき、絶縁フィルムの貫通孔内を導電性接着剤で十分
に埋めることができる。
【００７５】
　等方導電性接着剤層２６における導電性粒子２６ｂの割合は、等方導電性接着剤層２６
の１００体積％のうち、５０体積％以上８０体積％以下が好ましく、６０体積％以上７０
体積％以下がより好ましい。導電性粒子２６ｂの割合が前記範囲の下限値以上であれば、
等方導電性接着剤層２６の導電性が良好になる。導電性粒子２６ｂの割合が前記範囲の上
限値以下であれば、等方導電性接着剤層２６の接着性、流動性（絶縁フィルムの貫通孔の
形状への追随性）が良好になる。また、電磁波シールドフィルム１の可とう性がよくなる
。
【００７６】
　等方導電性接着剤層２６の１８０℃における貯蔵弾性率は、１×１０３Ｐａ以上５×１
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０７Ｐａ以下が好ましく、５×１０３Ｐａ以上１×１０７Ｐａ以下がより好ましい。前記
範囲が好ましい理由は、異方導電性接着剤層２４と同様である。
【００７７】
　等方導電性接着剤層２６の表面抵抗は、０．０５Ω以上２．０Ω以下が好ましく、０．
１Ω以上１．０Ω以下がより好ましい。等方導電性接着剤層２６の表面抵抗が前記範囲の
下限値以上であれば、導電性粒子２６ｂの含有量が低く抑えられ、導電性接着剤の粘度が
高くなりすぎず、塗布性がさらに良好となる。また、等方導電性接着剤層２６の流動性（
絶縁フィルムの貫通孔の形状への追随性）をさらに確保できる。等方導電性接着剤層２６
の表面抵抗が前記範囲の上限値以下であれば、等方導電性接着剤層２６の全面が均一な導
電性を有するものとなる。
【００７８】
　等方導電性接着剤層２６の厚さは、５μｍ以上２０μｍ以下が好ましく、７μｍ以上１
７μｍ以下がより好ましい。等方導電性接着剤層２６の厚さが前記範囲の下限値以上であ
れば、等方導電性接着剤層２６の導電性が良好になり、電磁波シールド層として十分に機
能できる。また、等方導電性接着剤層２６の流動性（絶縁フィルムの貫通孔の形状への追
随性）を確保でき、絶縁フィルムの貫通孔内を導電性接着剤で十分に埋めることができ、
耐折性も確保でき繰り返し折り曲げても等方導電性接着剤層２６が断裂することはない。
　等方導電性接着剤層２６の厚さが前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィ
ルム１を薄くできる。また、電磁波シールドフィルム１の可とう性がよくなる。
【００７９】
（キャリアフィルム）
　キャリアフィルム３０は、絶縁樹脂層１０及び導電層２０を補強及び保護する支持体で
あり、電磁波シールドフィルム１のハンドリング性を良好にする。特に、絶縁樹脂層１０
として、薄いフィルム、具体的には厚さ３μｍ以上１０μｍ以下のフィルムを用いた場合
には、キャリアフィルム３０を有することによって、絶縁樹脂層１０の破断を防ぐことが
できる。
　キャリアフィルム３０は、電磁波シールドフィルム１をプリント配線板等に貼り付けた
後には、絶縁樹脂層１０から剥離される。
【００８０】
　本実施形態において使用されるキャリアフィルム３０は、キャリアフィルム本体３２と
、キャリアフィルム本体３２の絶縁樹脂層１０側の表面に設けられた粘着剤層３４とを有
する。
【００８１】
　キャリアフィルム本体３２の樹脂材料としては、ポリエチレンテレフタレート（以下、
「ＰＥＴ」ということもある。）、ポリエチレンナフタレート、ポリエチレンイソフタレ
ート、ポリブチレンテレフタレート、ポリオレフィン、ポリアセテート、ポリカーボネー
ト、ポリフェニレンサルファイド、ポリアミド、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリ塩
化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、合成ゴム、液晶ポリマー等が挙げられる。樹脂材料とし
ては、電磁波シールドフィルム１を製造する際の耐熱性（寸法安定性）及び価格の点から
、ＰＥＴが好ましい。
【００８２】
　キャリアフィルム本体３２は、着色剤（顔料、染料等）及びフィラーのいずれか一方又
は両方を含んでいてもよい。
　着色剤及びフィラーのいずれか一方又は両方としては、絶縁樹脂層１０と明確に区別で
き、熱プレスした後にキャリアフィルム３０の剥がし残しに気が付きやすい点から、絶縁
樹脂層１０とは異なる色のものが好ましく、白色顔料、フィラー、又は白色顔料と他の顔
料もしくはフィラーとの組み合わせがより好ましい。
【００８３】
　キャリアフィルム本体３２の１８０℃における貯蔵弾性率は、８×１０７Ｐａ以上５×
１０９Ｐａが好ましく、１×１０８Ｐａ以上８×１０８Ｐａがより好ましい。キャリアフ



(22) JP 2020-7464 A 2020.1.16

10

20

30

40

50

ィルム本体３２の１８０℃における貯蔵弾性率が前記範囲の下限値以上であれば、キャリ
アフィルム３０が適度の硬さを有するようになり、熱プレスの際のキャリアフィルム３０
における圧力損失を低減できる。キャリアフィルム本体３２の１８０℃における貯蔵弾性
率が前記範囲の上限値以下であれば、キャリアフィルム３０の柔軟性が良好となる。
【００８４】
　キャリアフィルム本体３２の厚さは、３μｍ以上７５μｍ以下が好ましく、１２μｍ以
上５０μｍ以下がより好ましい。キャリアフィルム本体３２の厚さが前記範囲の下限値以
上であれば、電磁波シールドフィルム１のハンドリング性が良好となる。キャリアフィル
ム本体３２の厚さが前記範囲の上限値以下であれば、絶縁フィルムの表面に電磁波シール
ドフィルム１の導電性接着剤層（異方導電性接着剤層２４又は等方導電性接着剤層２６）
を熱プレスする際に導電性接着剤層に熱が伝わりやすい。
【００８５】
　粘着剤層３４は、例えば、キャリアフィルム本体３２の表面に粘着剤を含む粘着剤組成
物を塗布して形成される。キャリアフィルム３０が粘着剤層３４を有することによって、
離型フィルム４０を導電性接着剤層から剥離する際や電磁波シールドフィルム１をプリン
ト配線板等に熱プレスによって貼り付ける際に、キャリアフィルム３０が絶縁樹脂層１０
から剥離することが抑えられる。そのため、キャリアフィルム３０が保護フィルムとして
の役割を十分に果たすことができる。
【００８６】
　粘着剤は、熱プレス前にはキャリアフィルム３０が絶縁樹脂層１０から容易に剥離する
ことなく、熱プレス後にはキャリアフィルム３０を絶縁樹脂層１０から剥離できる程度の
適度な粘着性を粘着剤層３４に付与するものであることが好ましい。
　粘着剤としては、アクリル系粘着剤、ウレタン系粘着剤、ゴム系粘着剤等が挙げられる
。
　粘着剤のガラス転移温度は、－１００℃以上６０℃以下が好ましく、－６０℃以上４０
℃以下がより好ましい。
【００８７】
　キャリアフィルム３０の厚さは、２５μｍ以上１２５μｍ以下が好ましく、３８μｍ以
上１００μｍ以下がより好ましい。キャリアフィルム３０の厚さが前記範囲の下限値以上
であれば、電磁波シールドフィルム１のハンドリング性が良好となる。キャリアフィルム
３０の厚さが前記範囲の上限値以下であれば、絶縁フィルムの表面に電磁波シールドフィ
ルム１の導電性接着剤層を熱プレスする際に導電性接着剤層に熱が伝わりやすい。
【００８８】
（離型フィルム）
　離型フィルム４０は、導電性接着剤層（異方導電性接着剤層２４又は等方導電性接着剤
層２６）を保護するものであり、電磁波シールドフィルム１のハンドリング性を良好にす
る。離型フィルム４０は、電磁波シールドフィルム１をプリント配線板等に貼り付ける前
に、導電性接着剤層（異方導電性接着剤層２４又は等方導電性接着剤層２６）から剥離さ
れる。
【００８９】
　離型フィルム４０は、例えば、離型フィルム本体４２と、離型フィルム本体４２の導電
性接着剤層側の表面に設けられた離型剤層４４とを有する。
【００９０】
　離型フィルム本体４２の樹脂材料としては、キャリアフィルム本体３２の樹脂材料と同
様なものが挙げられる。
　離型フィルム本体４２は、着色剤、フィラー等を含んでいてもよい。
　離型フィルム本体４２の厚さは、５μｍ以上５００μｍ以下が好ましく、１０μｍ以上
１５０μｍ以下がより好ましく、２５μｍ以上１００μｍ以下がさらに好ましい。
【００９１】
　離型剤層４４は、離型フィルム本体４２の表面を離型剤で処理して形成される。離型フ
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ィルム４０が離型剤層４４を有することによって、離型フィルム４０を導電性接着剤層か
ら剥離する際に、離型フィルム４０を剥離しやすく、導電性接着剤層が破断しにくくなる
。
　離型剤としては、公知の離型剤を用いればよい。
【００９２】
　離型剤層４４の厚さは、０．０５μｍ以上３０μｍ以下が好ましく、０．１μｍ以上２
０μｍ以下がより好ましい。離型剤層４４の厚さが前記範囲内であれば、離型フィルム４
０をさらに剥離しやすくなる。
【００９３】
（電磁波シールドフィルムの厚さ）
　電磁波シールドフィルム１の厚さ（キャリアフィルム３０及び離型フィルム４０を除く
）は、３μｍ以上５０μｍ以下が好ましく、５μｍ以上３０μｍ以下がより好ましい。キ
ャリアフィルム３０及び離型フィルム４０を含まない電磁波シールドフィルム１の厚さが
前記範囲の下限値以上であれば、キャリアフィルム３０を剥離する際に破断しにくい。キ
ャリアフィルム３０及び離型フィルム４０を含まない電磁波シールドフィルム１の厚さが
前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム付きプリント配線板を薄くでき
る。
【００９４】
＜電磁波シールドフィルムの製造方法＞
　本発明の第二態様は、前記ポリイミドをフィルム状に成形して絶縁樹脂層を形成する工
程と、前記絶縁樹脂層の一方の面に導電層を形成する工程とを有する、電磁波シールドフ
ィルムの製造方法である。
　具体的に、第一実施形態の電磁波シールドフィルムを製造する方法として、下記の方法
（Ａ１）、方法（Ａ２）が挙げられる。第二実施形態の電磁波シールドフィルムを製造す
る方法として、下記の方法（Ｂ１）、方法（Ｂ２）が挙げられる。第三実施形態の電磁波
シールドフィルムを製造する方法として、下記の方法（Ｃ１）、方法（Ｃ２）が挙げられ
る。
【００９５】
　方法（Ａ１）は、下記の工程（Ａ１－１）～（Ａ１－４）を有する方法である。
工程（Ａ１－１）：前記ポリイミドをフィルム状に成形して形成した絶縁樹脂層１０を、
キャリアフィルム３０に積層する工程。
工程（Ａ１－２）：絶縁樹脂層１０のキャリアフィルム３０とは反対側の面に金属薄膜層
２２を形成する工程。
工程（Ａ１－３）：金属薄膜層２２の絶縁樹脂層１０とは反対側の面に異方導電性接着剤
層２４を形成する工程。
工程（Ａ１－４）：異方導電性接着剤層２４の金属薄膜層２２とは反対側の面に離型フィ
ルム４０を積層する工程。
　以下、方法（Ａ１）の各工程について詳細に説明する。
【００９６】
　工程（Ａ１－１）では、前記ポリイミドをフィルム状に成形する。その成形方法として
は、溶融押出成形法、カレンダー成形法、キャスティング法等が挙げられ、設備の簡略化
の観点から、溶融押出成形法が好ましい。
　溶融押出成形法では、溶融押出成形機を使用して前記ポリイミドを溶融混練し、溶融押
出成形機の先端部に設けられたＴダイスから連続的に帯状に押し出すことにより、前記ポ
リイミドをフィルム状に成形する。溶融混錬する際の好適な温度は前述の通りである。
　溶融押出成形機に供する前記ポリイミドの含水率は、０ｐｐｍ以上５０００ｐｐｍ以下
であることが好ましく、０ｐｐｍ以上２０００ｐｐｍ以下であることがより好ましい。前
記ポリイミドの含水率が前記上限値以下であれば、前記ポリイミドの発泡を防ぐことがで
きる。
　溶融押出成形機の原料投入口は、溶融混練時の前記ポリイミドの酸化劣化及び酸素架橋
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を防止するために、不活性ガス雰囲気にすることが好ましい。不活性ガスとしては、例え
ば、ヘリウムガス、ネオンガス、アルゴンガス、クリプトンガス、窒素ガス、二酸化炭素
ガス等が用いられる。
　Ｔダイスから押し出された溶融状態のフィルムは、金属ロールに密着させて冷却するこ
とが好ましい。金属ロールの温度は、前記ポリイミドの融点未満にすることが好ましく、
結晶化温度以下にすることがより好ましく、ガラス転移温度以下にすることがさらに好ま
しい。金属ロールの温度が前記ポリイミドの融点未満であれば、フィルムの破断を防止で
きる。
　上記のようにして得たフィルム状の絶縁樹脂層１０を、キャリアフィルム３０の粘着剤
層３４が設けられた面に積層する。
　導電層２０が黒化層を有する場合には、上記のようにして得た絶縁樹脂層１０に、蒸着
、めっき等により黒化層を形成すればよい。
【００９７】
　工程（Ａ１－２）における金属薄膜層の形成方法としては、物理蒸着、ＣＶＤ（化学気
相蒸着）によって蒸着膜を形成する方法、めっきによってめっき膜を形成する方法、金属
箔を貼り付ける方法等が挙げられる。面方向の導電性に優れる金属薄膜層を形成できる点
から、物理蒸着、ＣＶＤによって蒸着膜を形成する方法、又はめっきによってめっき膜を
形成する方法が好ましい。金属薄膜層の厚さを薄くでき、かつ厚さが薄くても面方向の導
電性に優れる金属薄膜層を形成でき、ドライプロセスにて簡便に金属薄膜層を形成できる
点から、物理蒸着、ＣＶＤによって蒸着膜を形成する方法がより好ましく、物理蒸着によ
って蒸着膜を形成する方法がさらに好ましい。
【００９８】
　工程（Ａ１－３）では、金属薄膜層２２の絶縁樹脂層１０とは反対側の面に、導電性接
着剤塗料を塗布する。導電性接着剤塗料は、熱硬化性接着剤２４ａと導電性粒子２４ｂと
溶剤とを含有する。塗布した導電性接着剤塗料より溶剤を揮発させることにより、異方導
電性接着剤層２４を形成する。
　導電性接着剤塗料に含まれる溶剤としては、例えば、エステル（酢酸ブチル、酢酸エチ
ル、酢酸メチル、酢酸イソプロピル、エチレングリコールモノアセテート等）、ケトン（
メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、アセトン、メチルイソブチルケトン、シ
クロヘキサノン等）、アルコール（メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノ
ール、プロピレングリールモノメチルエーテル、プロピレングルコール等）等が挙げられ
る。
　導電性接着剤の塗布方法としては、例えば、ダイコーター、グラビアコーター、ロール
コーター、カーテンフローコーター、スピンコーター、バーコーター、リバースコーター
、キスコーター、ファウンテンコーター、ロッドコーター、エアドクターコーター、ナイ
フコーター、ブレードコーター、キャストコーター、スクリーンコーター等の各種コータ
ーを用いた方法を適用することができる。
【００９９】
　工程（Ａ１－４）では、離型フィルム４０を、異方導電性接着剤層２４の金属薄膜層２
２とは反対側の面に、離型剤層４４が異方導電性接着剤層２４に接するように積層する。
　離型フィルム４０を異方導電性接着剤層２４に積層した後には、キャリアフィルム３０
、絶縁樹脂層１０、金属薄膜層２２、異方導電性接着剤層２４及び離型フィルム４０から
なる積層体に、各層同士の密着性を高めるための加圧処理を施してもよい。
　加圧処理における圧力としては、０．１ｋＰａ以上１００ｋＰａ以下が好ましく、０．
１ｋＰａ以上２０ｋＰａ以下がより好ましく、１ｋＰａ以上１０ｋＰａ以下がさらに好ま
しい。
　加圧処理と同時に加熱してもよい。その際の加熱温度としては５０℃以上１００℃以下
が好ましい。
【０１００】
　方法（Ａ２）は、下記の工程（Ａ２－１）～（Ａ２－４）を有する方法である。
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工程（Ａ２－１）：前記ポリイミドをフィルム状に成形して形成した絶縁樹脂層１０を、
キャリアフィルム３０に積層する工程。
工程（Ａ２－２）：絶縁樹脂層１０のキャリアフィルム３０とは反対側の面に金属薄膜層
２２を形成して積層体（I）を形成する工程。
工程（Ａ２－３）：離型フィルム４０に異方導電性接着剤層２４を形成して積層体（II）
を形成する工程。
工程（Ａ２－４）：積層体（I）と積層体（II）とを、積層体（I）の金属薄膜層２２と積
層体（II）の異方導電性接着剤層２４とが接するように貼り合せる工程。
【０１０１】
　工程（Ａ２－１）及び工程（Ａ２－２）は、前記方法（Ａ１）における工程（Ａ１－１
）及び工程（Ａ１－２）と同様である。
【０１０２】
　工程（Ａ２－３）では、離型フィルム４０の離型剤層４４が設けられた面に導電性接着
剤塗料を塗布する。塗布した導電性接着剤塗料より溶剤を揮発させることにより、異方導
電性接着剤層２４を形成する。導電性接着剤塗料及び塗布方法は、前記方法（Ａ）におけ
る工程（Ａ１－３）と同様である。
【０１０３】
　工程（Ａ２－４）では、積層体（I）と積層体（II）との貼り合せでは、積層体（I）と
積層体（II）との密着性を高めるための加圧処理を施してもよい。加圧条件は、工程（Ａ
１－４）における加圧処理と同様である。また、工程（Ａ２－４）においても、工程（Ａ
１－４）と同様に加熱してもよい。
【０１０４】
　方法（Ｂ１）は、導電性接着剤塗料を熱硬化性接着剤２６ａと導電性粒子２６ｂと溶剤
とを含有する塗料に変更して等方導電性接着剤層２６を形成したこと以外は方法（Ａ１）
と同様の方法である。
　方法（Ｂ２）は、導電性接着剤塗料を熱硬化性接着剤２６ａと導電性粒子２６ｂと溶剤
とを含有する塗料に変更して等方導電性接着剤層２６を形成したこと以外は方法（Ａ２）
と同様の方法である。
【０１０５】
　方法（Ｃ１）は、下記の工程（Ｃ１－１）～（Ｃ１－３）を有する方法である。
工程（Ｃ１－１）：前記ポリイミドをフィルム状に成形して形成した絶縁樹脂層１０を、
キャリアフィルム３０に積層する工程。
工程（Ｃ１－２）：絶縁樹脂層１０のキャリアフィルム３０とは反対側の面に等方導電性
接着剤層２６を形成する工程。
工程（Ｃ１－３）：等方導電性接着剤層２６の絶縁樹脂層１０とは反対側の面に離型フィ
ルム４０を積層する工程。
　方法（Ｃ１）は、金属薄膜層の形成を省略し、導電性接着剤として等方導電性接着剤を
用い、絶縁樹脂層１０に等方導電性接着剤層２６を直接形成したこと以外は方法（Ａ１）
と同様の方法である。
【０１０６】
　方法（Ｃ２）は、下記の工程（Ｃ２－１）～（Ｃ２－３）を有する方法である。
工程（Ｃ２－１）：前記ポリイミドをフィルム状に成形して形成した絶縁樹脂層１０を、
キャリアフィルム３０に積層して積層体（I）を形成する工程。
工程（Ｃ２－２）：離型フィルム４０に等方導電性接着剤層２６を形成して積層体（II）
を形成する工程。
工程（Ｃ２－３）：積層体（I）と積層体（II）とを、積層体（I）の絶縁樹脂層１０と積
層体（II）の等方導電性接着剤層２６とが接するように貼り合せる工程。
　方法（Ｃ２）は、金属薄膜層の形成を省略し、導電性接着剤として等方導電性接着剤を
用い、絶縁樹脂層１０に等方導電性接着剤層２６を貼り合せたこと以外は方法（Ａ２）と
同様の方法である。
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【０１０７】
（作用効果）
　絶縁樹脂層１０が前記ポリイミドを含有する本態様の電磁波シールドフィルム１によれ
ば、金属を含む導電層２０に対する絶縁樹脂層１０の接着力を高めることができる。その
ため、電磁波シールドフィルム１の取り扱い中に絶縁樹脂層１０と導電層２０との層間剥
離が起きることを防止できる。この効果は、導電層２０が金属薄膜層２２を有する場合に
特に発揮され、金属薄膜層２２に対して、前記ポリイミドを含有する絶縁樹脂層１０は高
い接着力で接着する。また、前記ポリイミドは耐熱性に優れるので、高温環境下で使用さ
れた場合にも絶縁樹脂層１０及び電磁波シールドフィルム１の寸法や機械強度が充分に安
定する。
【０１０８】
（他の実施形態）
　本態様の電磁波シールドフィルムは、上記実施形態に限定されない。
　例えば、異方導電性接着剤層２４又は等方導電性接着剤層２６の表面の粘着力が小さい
場合には、離型フィルム４０を省略しても構わない。
　絶縁樹脂層１０が十分な柔軟性や強度を有する場合は、キャリアフィルム３０を省略し
ても構わない。
　キャリアフィルム３０は、キャリアフィルム本体３２が自己粘着性を有するフィルムで
ある場合には、粘着剤層３４を有しなくてもよい。
　離型フィルム４０は、離型フィルム本体４２のみで十分な離型性を有する場合は、離型
剤層４４を有しなくてもよい。
【０１０９】
＜電磁波シールドフィルム付きプリント配線板＞
　本発明の第三態様は、基板の少なくとも片面にプリント回路が設けられたプリント配線
板と、前記プリント配線板の前記プリント回路が設けられた側の表面に隣接する絶縁フィ
ルムと、前記接着剤層が前記絶縁フィルムに隣接するように設けられた前記態様の電磁波
シールドフィルムと、を有する電磁波シールドフィルム付きプリント配線板である。
【０１１０】
　図４は、本態様の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の一実施形態を示す断面
図である。
　電磁波シールドフィルム付きプリント配線板２は、フレキシブルプリント配線板５０と
、絶縁フィルム６０と、第一実施形態の電磁波シールドフィルム１とを備える。
　フレキシブルプリント配線板５０は、ベースフィルム５２の少なくとも片面にプリント
回路５４が設けられたものである。
　絶縁フィルム６０は、フレキシブルプリント配線板５０のプリント回路５４が設けられ
た側の表面に設けられる。
　電磁波シールドフィルム１の異方導電性接着剤層２４は、絶縁フィルム６０の表面に接
着され、かつ硬化されている。また、異方導電性接着剤層２４は、絶縁フィルム６０に形
成された貫通孔（図示略）を通ってプリント回路５４に電気的に接続されている。
　電磁波シールドフィルム付きプリント配線板２においては、離型フィルムは、異方導電
性接着剤層２４から剥離されている。
【０１１１】
　電磁波シールドフィルム付きプリント配線板２においてキャリアフィルム３０が不要に
なった際には、キャリアフィルム３０は絶縁樹脂層１０から剥離される。
【０１１２】
　貫通孔のある部分を除くプリント回路５４（信号回路、グランド回路、グランド層等）
の近傍には、電磁波シールドフィルム１の金属薄膜層２２が、絶縁フィルム６０及び異方
導電性接着剤層２４を介して離間して対向配置される。
　貫通孔のある部分を除くプリント回路５４と金属薄膜層２２との離間距離は、絶縁フィ
ルム６０の厚さと異方導電性接着剤層２４の厚さの総和とほぼ等しい。離間距離は、３０
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μｍ以上２００μｍ以下が好ましく、６０μｍ以上２００μｍ以下がより好ましい。離間
距離が３０μｍより小さいと、信号回路のインピーダンスが低くなるため、１００Ω等の
特性インピーダンスを有するためには、信号回路の線幅を小さくしなければならず、線幅
のバラツキが特性インピーダンスのバラツキとなって、インピーダンスのミスマッチによ
る反射共鳴ノイズが電気信号に乗りやすくなる。離間距離が２００μｍより大きいと、電
磁波シールドフィルム付きプリント配線板２が厚くなり、可とう性が不足する。
【０１１３】
（フレキシブルプリント配線板）
　フレキシブルプリント配線板５０は、銅張積層板の銅箔を公知のエッチング法により所
望のパターンに加工してプリント回路５４としたものである。
　銅張積層板としては、ベースフィルム５２の片面又は両面に接着剤層（図示略）を介し
て銅箔を貼り付けたもの；銅箔の表面にベースフィルム５２を形成する樹脂溶液等をキャ
ストしたもの等が挙げられる。
　接着剤層の材料としては、エポキシ樹脂、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミドイミ
ド、ポリアミド、フェノール樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂等が挙げ
られる。
　接着剤層の厚さは、０．５μｍ以上３０μｍ以下が好ましい。
【０１１４】
［ベースフィルム］
　ベースフィルム５２としては、耐熱性を有するフィルムが好ましく、ポリイミドフィル
ム、液晶ポリマーフィルムがより好ましく、ポリイミドフィルムがさらに好ましい。
　ベースフィルム５２の表面抵抗は、電気的絶縁性の点から、１×１０６Ω以上が好まし
い。ベースフィルム５２の表面抵抗は、実用上の点から、１×１０１９Ω以下が好ましい
。
　ベースフィルム５２の厚さは、５μｍ以上２００μｍ以下が好ましく、屈曲性の点から
、６μｍ以上５０μｍ以下がより好ましく、１０μｍ以上２５μｍ以下がより好ましい。
【０１１５】
［プリント回路］
　プリント回路５４を構成する銅箔としては、圧延銅箔、電解銅箔等が挙げられ、屈曲性
の点から、圧延銅箔が好ましい。プリント回路５４は、例えば、信号回路、グランド回路
、グランド層等として使用される。
　銅箔の厚さは、１μｍ以上５０μｍ以下が好ましく、１８μｍ以上３５μｍ以下がより
好ましい。
　プリント回路５４の長さ方向の端部（端子）は、ハンダ接続、コネクター接続、部品搭
載等のため、絶縁フィルム６０や電磁波シールドフィルム１に覆われず、露出している。
【０１１６】
（絶縁フィルム）
　絶縁フィルム６０（カバーレイフィルム）は、絶縁フィルム本体（図示略）の片面に、
接着剤の塗布、接着剤シートの貼り付け等によって接着剤層（図示略）を形成したもので
ある。
　絶縁フィルム本体の表面抵抗は、電気的絶縁性の点から、１×１０６Ω以上が好ましい
。絶縁フィルム本体の表面抵抗は、実用上の点から、１×１０１９Ω以下が好ましい。
　絶縁フィルム本体としては、耐熱性を有するフィルムが好ましく、ポリイミドフィルム
、液晶ポリマーフィルムがより好ましく、ポリイミドフィルムがさらに好ましい。
　絶縁フィルム本体の厚さは、１μｍ以上１００μｍ以下が好ましく、可とう性の点から
、３μｍ以上２５μｍ以下がより好ましい。
　接着剤層の材料としては、エポキシ樹脂、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミドイミ
ド、ポリアミド、フェノール樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂、ポリス
チレン、ポリオレフィン等が挙げられる。エポキシ樹脂は、可とう性付与のためのゴム成
分（カルボキシ変性ニトリルゴム等）を含んでいてもよい。
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　接着剤層の厚さは、１μｍ以上１００μｍ以下が好ましく、１．５μｍ以上６０μｍ以
下がより好ましい。
【０１１７】
　絶縁フィルム６０に形成される貫通孔の開口部の形状は、特に限定されない。貫通孔の
開口部の形状としては、例えば、円形、楕円形、四角形等が挙げられる。
【０１１８】
＜電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の製造方法＞
　本発明の第四態様の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板の製造方法は、基板の
少なくとも片面にプリント回路が設けられたプリント配線板と、前記態様の電磁波シール
ドフィルムとを、絶縁フィルムを介して圧着する工程を有し、圧着する際には、前記絶縁
フィルムを、前記プリント配線板の前記プリント回路が設けられた側の面に密着させると
共に、前記電磁波シールドフィルムの前記導電性接着剤層に密着させる、電磁波シールド
フィルム付きプリント配線板の製造方法、である。
【０１１９】
　前記実施形態の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板２は、例えば、下記の工程
（ａ）～（ｄ）を有する方法によって製造できる（図５参照）。
　工程（ａ）：フレキシブルプリント配線板５０のプリント回路５４が設けられた側の表
面に、プリント回路５４に対応する位置に貫通孔６２が形成された絶縁フィルム６０を設
け、絶縁フィルム付きプリント配線板３を得る工程。
　工程（ｂ）：工程（ａ）の後、絶縁フィルム付きプリント配線板３と、離型フィルム４
０を剥離した電磁波シールドフィルム１とを、絶縁フィルム６０の表面に異方導電性接着
剤層２４が接触するように重ね、これらを圧着する工程。
　工程（ｃ）：工程（ｂ）の後、キャリアフィルム３０が不要になった際にキャリアフィ
ルム３０を剥離する工程。
　工程（ｄ）：必要に応じて、工程（ａ）と工程（ｂ）との間、又は工程（ｃ）の後に異
方導電性接着剤層２４を本硬化させる工程。
　以下、各工程について、図５を参照しながら詳細に説明する。
【０１２０】
（工程（ａ））
　工程（ａ）は、フレキシブルプリント配線板５０に絶縁フィルム６０を積層して、絶縁
フィルム付きプリント配線板３を得る工程である。
　具体的には、まず、フレキシブルプリント配線板５０に、プリント回路５４に対応する
位置に貫通孔６２が形成された絶縁フィルム６０を重ねる。次いで、フレキシブルプリン
ト配線板５０の表面に絶縁フィルム６０の接着剤層（図示略）を接着し、接着剤層を硬化
させることによって、絶縁フィルム付きプリント配線板３を得る。フレキシブルプリント
配線板５０の表面に絶縁フィルム６０の接着剤層を仮接着し、工程（ｄ）にて接着剤層を
本硬化させてもよい。
　接着剤層の接着及び硬化は、例えば、プレス機（図示略）等による熱プレスによって行
う。
【０１２１】
（工程（ｂ））
　工程（ｂ）は、絶縁フィルム付きプリント配線板３に電磁波シールドフィルム１を圧着
する工程である。
　具体的には、絶縁フィルム付きプリント配線板３に、離型フィルム４０を剥離した電磁
波シールドフィルム１を重ね、熱プレス等により圧着する。これにより、絶縁フィルム６
０の表面に異方導電性接着剤層２４を接着すると共に、異方導電性接着剤層２４を貫通孔
６２内に押し込み、貫通孔６２内を埋めてプリント回路５４に電気的に接続する。これに
より、電磁波シールドフィルム付きプリント配線板２を得る。
【０１２２】
　異方導電性接着剤層２４の接着及び硬化は、例えば、プレス機（図示略）等による熱プ
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レスによって行う。
　熱プレスの時間は、２０秒以上６０分以下が好ましく、３０秒以上３０分以下がより好
ましい。熱プレスの時間が前記範囲の下限値以上であれば、絶縁フィルム６０の表面に異
方導電性接着剤層２４を容易に接着できる。熱プレスの時間が前記範囲の上限値以下であ
れば、電磁波シールドフィルム付きプリント配線板２の製造時間を短縮できる。
【０１２３】
　熱プレスの温度（プレス機の熱盤の温度）は、１４０℃以上１９０℃以下が好ましく、
１５０℃以上１７５℃以下がより好ましい。熱プレスの温度が前記範囲の下限値以上であ
れば、絶縁フィルム６０の表面に異方導電性接着剤層２４を容易に接着できる。また、熱
プレスの時間を短縮できる。熱プレスの温度が前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シ
ールドフィルム１、フレキシブルプリント配線板５０等の劣化等を容易に抑えることがで
きる。
【０１２４】
　熱プレスの圧力は、０．５ＭＰａ以上２０ＭＰａ以下が好ましく、１ＭＰａ以上１６Ｍ
Ｐａ以下がより好ましい。熱プレスの圧力が前記範囲の下限値以上であれば、絶縁フィル
ム６０の表面に異方導電性接着剤層２４が接着される。また、熱プレスの時間を短縮でき
る。熱プレスの圧力が前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム１、フレ
キシブルプリント配線板５０等の破損等を抑えることができる。
【０１２５】
（工程（ｃ））
　工程（ｃ）は、キャリアフィルム３０を剥離する工程である。
　具体的には、キャリアフィルムが不要になった際に、絶縁樹脂層１０からキャリアフィ
ルム３０を剥離する。
【０１２６】
（工程（ｄ））
　工程（ｄ）は、異方導電性接着剤層２４を本硬化させる工程である。
　工程（ｂ）における熱プレスの時間が２０秒以上１０分以下の短時間である場合、工程
（ｂ）と工程（ｃ）との間、又は工程（ｃ）の後に異方導電性接着剤層２４の本硬化を行
うことが好ましい。
　異方導電性接着剤層２４の本硬化は、例えば、オーブン等の加熱装置を用いて行う。
　加熱時間は、１５分以上１２０分以下であり、３０分以上６０分以下がより好ましい。
加熱時間が前記範囲の下限値以上であれば、異方導電性接着剤層２４を十分に硬化できる
。加熱時間が前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム付きプリント配線
板２の製造時間を短縮できる。
　加熱温度（オーブン中の雰囲気温度）は、１２０℃以上１８０℃以下が好ましく、１２
０℃以上１５０℃以下がより好ましい。加熱温度が前記範囲の下限値以上であれば、加熱
時間を短縮できる。加熱温度が前記範囲の上限値以下であれば、電磁波シールドフィルム
１、フレキシブルプリント配線板５０等の劣化等を抑えることができる。
【０１２７】
（作用効果）
　本態様の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板は、上記電磁波シールドフィルム
１を用いるものであるから、絶縁樹脂層１０と金属を含む導電層２０との接着力が十分に
高い。そのため、絶縁樹脂層１０と導電層２０との間の層間剥離を防ぐことができる。
【０１２８】
（他の実施形態）
　本態様の電磁波シールドフィルム付きプリント配線板は、上記の実施形態に限定されな
い。
　例えば、フレキシブルプリント配線板５０は、裏面側にグランド層を有するものであっ
てもよい。また、フレキシブルプリント配線板５０は、両面にプリント回路５４を有し、
両面に絶縁フィルム６０及び電磁波シールドフィルム１が貼り付けられたものであっても
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よい。
　フレキシブルプリント配線板５０の代わりに、柔軟性のないリジッドプリント基板を用
いてもよい。
　第一実施形態の電磁波シールドフィルム１の代わりに、第二実施形態の電磁波シールド
フィルム１又は第三実施形態の電磁波シールドフィルム１を用いてもよい。
【実施例】
【０１２９】
　以下の実施例において絶縁樹脂層を形成するポリイミドとして、三菱ガス化学社製のサ
ープリムを用いた。
　サープリムは、ピロメリット酸二無水物（略称：ＰＭＤＡ）と、１，３－ビス（アミノ
メチル）シクロヘキサン（略称：１，３－ＢＡＣ）と、１，６－ヘキサメチレンジアミン
（略称：ＨＭＤＡ）及び１，８－オクタメチレンジアミン（略称：ＯＭＤＡ）のうち少な
くとも一方とを用いて、特許第６０３７０８８号公報に記載の方法で合成されたものであ
り、末端基としてｎ－オクチル基を有するものである。
　上記合成において、ＰＭＤＡの１００モル％に対して、１，３－ＢＡＣ、ＨＭＤＡ及び
ＯＭＤＡの合計が８０～１００モル％となり、且つ１，３－ＢＡＣ、ＨＭＤＡ及びＯＭＤ
Ａの合計に対して、１，３－ＢＡＣが２０～７０モル％となるように配合した。
　つまり、サープリムは、前記式（１）で示される繰り返し構成単位及び前記式（２）で
示される繰り返し構成単位を含み、前記式（１）の繰り返し構成単位と前記式（２）の繰
り返し構成単位の合計に対する前記式（１）の繰り返し構成単位の含有比が２０～７０モ
ル％であり、かつ、炭素数５～１４の鎖状脂肪族基を末端に有するポリイミドである。
　サープリムのＪＩＳ　Ｋ７１２１に準拠して測定されるＴｍ及びＴｇは、それぞれ３２
０℃、１８４℃である。
【０１３０】
［実施例１］
　三菱ガス化学社製のサープリムのペレットを乾燥機に入れて乾燥した後、幅９００ｍｍ
のＴダイスを備えた単軸押出成形機にセットして溶融混練し、Ｔダイスから連続的に押し
出して絶縁樹脂層用フィルム（厚さ５μｍ）を帯形に押出成形した。
【０１３１】
（電磁波シールドフィルムの製造）
　アクリル系粘着剤からなる粘着剤層がＰＥＴフィルム（キャリアフィルム本体）の片面
に設けられたキャリアフィルムを用意した。キャリアフィルムの粘着剤層表面に、上記の
絶縁樹脂層用フィルムからなる絶縁樹脂層を貼り合せた。
　次いで、前記絶縁樹脂層のキャリアフィルムとは反対側の面に、電子ビーム蒸着法によ
り銅を物理的に蒸着させて、金属薄膜層（銅蒸着膜、厚さ０．０７μｍ、表面抵抗０．３
Ω）を形成した。
　エポキシ樹脂からなる熱硬化性接着剤（ＤＩＣ社製、ＥＸＡ－４８１６）１００質量部
と、硬化剤（味の素ファインテクノ社製、ＰＮ－２３）２０質量部とを混合して、潜在硬
化性エポキシ樹脂組成物を得た。
　前記潜在硬化性エポキシ樹脂組成物と、銅粒子からなる導電性粒子（平均粒子径７．５
μｍ）４０質量部とを、メチルエチルケトンからなる溶剤２００質量部に溶解又は分散さ
せて、導電性接着剤塗料を得た。
　次いで、前記導電性接着剤塗料を、前記金属薄膜層の絶縁樹脂層とは反対側の面に、ダ
イコーターを用いて塗布し、溶剤を揮発させてＢステージ化することによって、異方導電
性接着剤層（厚さ７μｍ、銅粒子４．５体積％）を形成した。
　非シリコーン系離型剤からなる離型剤層（厚さ０．１μｍ）がＰＥＴフィルム（厚さ５
０μｍ）の片面に設けられた離型フィルム（リンテック社製、Ｔ１５７）を用意した。
　前記異方導電性接着剤層の金属薄膜層とは反対側の面に前記離型フィルムを、前記異方
導電性接着剤層に前記離型剤層が接するように貼り付けて、実施例１の電磁波シールドフ
ィルムを得た。
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【０１３２】
（比較例１）
　絶縁樹脂層形成用塗料として、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（ＤＩＣ社製、エピク
ロン８４０－Ｓ）１００質量部と、硬化剤（三菱ケミカル社製、ＪＥＲキュア１１３）２
０質量部と、２－エチル－４－メチルイミダゾール２質量部と、カーボンブラック２質量
部とを、メチルエチルケトン２００質量部に溶解させた塗料を調製した。
　前記絶縁樹脂層形成用塗料を、実施例１において使用したキャリアフィルムと同様のキ
ャリアフィルムの粘着剤層表面に塗布し、６０℃、２分間加熱して乾燥させ、半硬化させ
て厚さ５μｍの絶縁樹脂層を形成した。この絶縁樹脂層には１個／ｍ２以上３個／ｍ２以
下のピンホールが観察された。
　ピンホールのない領域を選択し、その選択された領域における絶縁樹脂層の表面に、電
子ビーム蒸着法により銅を物理的に蒸着させて、金属薄膜層（銅蒸着膜、厚さ０．０７μ
ｍ、表面抵抗０．３Ω）を形成した。
　実施例１と同様に、金属薄膜層の絶縁樹脂層とは反対側の面に異方導電性接着剤層を形
成し、異方導電性接着剤層に離型フィルムを貼り付けて、比較例１の電磁波シールドフィ
ルムを得た。
【０１３３】
［評価］
　各例の電磁波シールドフィルムについて、下記の方法により、絶縁樹脂層と導電層との
接着性を評価した。
　厚さ２５μｍのポリイミドフィルムに、離型フィルムを剥離した電磁波シールドフィル
ムを重ね、ホットプレス装置（折原製作所社製、Ｇ－１２）を用い、熱盤温度：１８０℃
、荷重：２ＭＰａで１２０秒間熱プレスした。次いで、キャリアフィルムを剥離した。こ
れにより、絶縁フィルムの表面に異方導電性接着剤層を仮接着して、電磁波シールドフィ
ルム付きポリイミドを得た。
　前記電磁波シールドフィルム付きポリイミドフィルムを、高温槽（楠本化成社製、ＨＴ
２１０）を用い、温度１６０℃、１時間加熱することにより、異方導電性接着剤層を本硬
化させた。
　次いで、電磁波シールドフィルムの絶縁樹脂層の表面に、ボンディングシート（デクセ
リアルズ社製、Ｄ３４１０）を介して、厚さ２５μｍのポリイミド補強板を熱圧着して、
引張試験用試験片を作製した。
　前記試験片のポリイミドフィルムとポリイミド補強板とに引張試験機のチャックを取り
付け、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に従い、１８０°剥離方向、引張速度５０ｍｍ／分の条件で剥
離試験をおこなった。
【０１３４】
［結果］
　実施例１の電磁波シールドフィルムを用いた試験片では、剥離強度が９．７Ｎ／ｃｍで
ボンディングシートの母材破壊が起こっており、絶縁樹脂層と金属薄膜層との接着は維持
されていた。
　比較例１の電磁波シールドフィルムを用いた試験片では、剥離強度３．５Ｎ／ｃｍで、
絶縁樹脂層と金属薄膜層との間で層間剥離が生じていた。
　これらの結果より、前記式（１）で示される繰り返し構成単位及び前記式（２）で示さ
れる繰り返し構成単位を含み、かつ、これらが特定の含有比で含まれ、かつ、特定の末端
基を有する前述のポリイミドからなる絶縁樹脂層は、従来使用されていた熱硬化性樹脂か
らなる絶縁樹脂層よりも金属薄膜層との接着力が強いことがわかった。
【符号の説明】
【０１３５】
　１　電磁波シールドフィルム
　２　電磁波シールドフィルム付きフレキシブルプリント配線板
　３　絶縁フィルム付きフレキシブルプリント配線板
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　１０　絶縁樹脂層
　２２　金属薄膜層
　２０　導電層
　２４　異方導電性接着剤層
　２４ａ　熱硬化性接着剤
　２４ｂ　導電性粒子
　２６　等方導電性接着剤層
　２６ａ　熱硬化性接着剤
　２６ｂ　導電性粒子
　３０　キャリアフィルム
　３２　キャリアフィルム本体
　３４　粘着剤層
　４０　離型フィルム
　４２　離型フィルム本体
　４４　離型剤層
　５０　フレキシブルプリント配線板
　５２　ベースフィルム
　５４　プリント回路
　６０　絶縁フィルム
　６２　貫通孔

【図１】 【図２】
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